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#10-44 

【１０月２３日～１０月２９日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２２年１１月２日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼期限前議会選挙に向けた動き 

・２５日、ＯＳＣＥ／ＯＤＩＨＲは、長期ミッション監視員１５名が

同日活動を開始、総計３５名の長期ミッション監視員と２００名

の短期ミッション監視員が今後活動予定、また、６月に議会に

おいて採択された改定選挙法の評価を行い、選挙後には報

告を２回実施との計画を発表。 
・２６日、中央選挙管理委員会は、選挙運動における各党の

収支報告を発表、同日時点で支出が最も多かったのは共産

党の約２０３万レイ、続いて民主党の約１８３万レイ、「我々の

モルドバ」（ＡＭＮ）の約４７万レイ、自由党の約３８万レイ等。 
・２７日、ギンプ大統領代行及びフィラト首相は、モルドバ滞

在中の欧州評議会議員会議代表団と会談、言論の自由の

改善が現政権の主な功績であるとし、自由で公正な期限前

議会選挙の実施を保障すると発言。欧州評議会議員会議代

表団は、有権者リストの改善及び選挙運動における行政圧

力の排除への努力等の必要性に言及、選挙後の各政治勢

力による政治危機を克服するための建設的対話に期待する

旨発表。 

・２８日、中央選挙管理委員会は、政党及び個人候補の期限

前議会選挙への参加登録を終了、２９日現在、政党２０候補

及び個人候補２０名、計４０候補が登録済と発表。 
▼洪水被害に対する援助にかかる動き 

・２６日、フィラト首相は、政府が夏の洪水被害対策に対し、

更に９５０万レイを計上することを決定したと発表。 

・２６日、ペトコフ共産党員（議員候補）は、本年の洪水被害

の一部はモルドバとルーマニアの政府間の密約によって人

為的に引き起こされたとの内容のＶＴＲを発表。これに対し、

フィラト首相は、住民の被害を利用して政治的恩恵を受けよ

うとする行為と非難。在モルドバ・ルーマニア大使館は、政

府を挑発する共産党の選挙運動である旨の声明を発表。 

・２７日、ヴォローニン前大統領は、ペトコフ共産党員の見解

は妥当と発言、政府は洪水被害に対する援助計画を履行し

ておらず、援助という名目で期限前議会選挙に向けて自ら

のイメージを良くしようとしていると非難。 

・２９日、ギンプ大統領代行は、共産党の選挙運動は国家の

独立及び主権を侵害し国際社会における印象を悪くするも

のとヴォローニン前大統領の発言を非難。 

２．経済 

▼経済一般 
・２５日、国家統計委員会は、１-９月期の工業生産高が前年

同期比６．３％増、同成長の主な牽引役とは加工産業にお

ける伸び（７．５％）と発表。 

・２５日、フィーレ欧州委員会拡大・欧州近隣諸国政策担当

委員は、ＥＵが近いうちに５，０００万ユーロのマクロ経済支

援の第一トランシェを実施予定と発言。 

・２８日、政府は、ＶＡＴ還付に係る手続きの簡便化を発表。 

・２９日、中央銀行は、マクロ経済予測を改訂、２０１０年のＧ

ＤＰ成長率を５％、２０１１年のＧＤＰ成長率を３．４％（以前は

それぞれ３．４％と３．３％）に変更、２０１０年から２０１２年ま

でのインフレ率をそれぞれ７．８％、７．５％、５％との予測を

発表。 

▼対モルドバ支援 

・２９日、フィラト首相とバレットＥＢＲＤ輸送チーム部長は、道

路インフラ改善のための７，５００万ユーロの融資協定に署

名。３回のトランシェに分けて実施される予定で、１回目のト

ランシェは２，７００万ユーロ。 

▼ガス 
・２７日、モルドバガスは、国内の暖房供給企業テルモコム

及びＴＥＴＳ２が予定量を上回る天然ガスを消費しているた

め、天然ガスの供給元である露ガスプロムに供給量を増や

すよう依頼。 
・２８日、露ガスプロムは、モルドバガスの要求に応え、１０月

分の天然ガス供給量を増やすことを決定。 
３．外政 

▼２５日、オルバン・ハンガリー首相の来訪 
・フィラト首相は、オルバン・ハンガリー首相と会談、二国間

関係及びモルドバの欧州統合につき協議。フィラト首相は、

モルドバの欧州統合問題におけるハンガリーの支援に感謝

の意を表明。オルバン・ハンガリー首相は、ハンガリー及び

ＥＵはモルドバの近代化及び欧州統合を支持していると発

言。 
▼２５日、ＥＵ外務理事会の開催（於ルクセンブルグ） 
・２５日、ＥＵ外務理事会は、モルドバに関する結論文書を

採択。 
・２５日、フィラト首相は、モルドバに関する結論文書の採択

は、ＥＵが対モルドバ関係に見出す重要性の証左であり、

モルドバ政府は査証廃止にかかる行動計画を策定するとの

ＥＵ外務理事会の決定を高く評価、更にモルドバが２０１２年

までにＥＵ査証廃止を達成出来る見込みとコメント。 
・２８日、ヴォローニン前大統領は、今般のＥＵ諸国ハイレベ

ルのモルドバ来訪は、選挙運動的性格を有し、モルドバに

対する２０１２年までのＥＵ査証廃止など選挙前のアピール

でしかないと批判。 



モルドバ週報１０-４４ 

 
- 2 - 

▼その他 
・２８日、シューベル駐モルドバＥＵ大使は、ＥＵがモルドバ

と連合協定を署名するのはＦＴＡ交渉が終了した後になると

発言。 

４．沿ドニエストル 

・２３日、モルドバＩＴ通信省は、沿ドニエストル当局による手

続の遅延により、ドニエストル川両岸を結ぶ固定電話回線の

再開作業が遅れていると発表。 

・２６日、グリシチェンコ・ウクライナ外相は、ブラッセルにて

沿ドニエストル地域における軍の駐留を排除する包括的な

解決案が必要と発言。 
・２６日、ゲボス沿ドニエストル「内務次官」は、沿ドニエストル

が約１０の国境未確定部分につきウクライナと交渉を行う用

意があると発言。 
・２７日、沿ドニエストル「議会」は、同「議会」選挙への国際

監視員派遣を、ロシア、ウクライナ、ベラルーシ、ガガウズ自

治共和国、南オセチア、北オセチア、ナゴルノ・カラバフ共

和国、欧州評議会、ＯＳＣＥ、欧州議会、露中央選挙管理委

員会及びＣＩＳ議会間総会に要請することを決定。 
・２９日、スミルノフ沿ドニエストル「大統領」は、ハルチェン

コ・ウクライナ沿ドニエストル問題担当特使と会談、ウクライ

ナ・沿ドニエストル関係及び沿ドニエストル問題解決につき

協議。 
▼経済 

・２８日、沿ドニエストルの１-９月期における商品輸出額は前

年同期比１６％増の３億１４３万ドル、２００８年同期比では５

７％減。主要輸出品目は金属製品（全体の４４％で昨年同期

比１３％増）、軽工業品（昨年同期比３０％増）等。輸出品の４

４．１％がＥＵ向けで、３５．９％がＣＩＳ諸国向け。また、同時

期の輸入額は前年同期比４０％増の７，２９０万ドル。そのう

ち６５％がＥＵからの輸入。 

５．二国間関係 

▼２６日、草の根・人間の安全保障無償資金協力、医

療関係３案件のＧ／Ｃ署名式 

・伊澤大使は、モルドバ保健省にて行われた本件合同Ｇ／

Ｃ署名式に出席。第１件目の「オルヘイ地区病院における医

療機材改善計画」では、同病院に対してオートクレーブ滅菌

装置７万１，１９０米ドルを供与。第２件目の「モルドバ共和国

における母子保健環境改善計画」では、モルドバ共和国リ

プロダクティブヘルスケア・遺伝医学センターに対して超音

波診断装置８万２，０００米ドルを供与。第３件目の「沿ドニエ

ストル紛争安全保障地帯レジナ地区における医療環境改善

計画」では、レジナ地区病院に対して超音波診断装置、上

部消化管用ファイバースコープ等の医療機材総額７万３，１

２５米ドルを供与。本件はモルドバにおける草の根・人間の

安全保障スキームにおける７件目、８件目、９件目の案件。 

▼２７日、草の根・文化無償資金協力「モルドバ考古学

歴史博物館展示・修復機材整備計画」引渡式 

・伊澤大使は、同博物館にて行われた本件引渡式に出席。

本件では、同美術館に対して展示機材、展示品修復機材総

額８万１，５６２米ドルを供与。 

▼２７日、草の根・人間の安全保障無償資金協力、医

療関係３案件の引渡式 

・伊澤大使は、国立救命救急センターにて行われた本件合

同引渡式に出席。第１件目の「国立救命救急センターにお

ける医療機材改善計画」では、同センターに対して救命救

急医療に不可欠な医療用ガス供給設備総額８万４，６５０米

ドルを供与。第２件目の「アネニイ・ノイ地区病院における医

療環境改善計画」では、同病院に対して超音波診断装置な

どの基礎的医療機材総額７万８，５５５米ドルを供与。第３件

目の「沿ドニエストル隣接地域クリウレニ地区における医療

環境改善計画」では、クリウレニ地区病院に対して超音波診

断装置などの基礎的医療機材総額８万６９７米ドルを供与。 

▼２７日、草の根・人間の安全保障無償資金協力「フ

ルボアカ村立第９３学校における教育環境改善計画」

引渡式 

・伊澤大使は、同校にて行われた本件引渡式に出席。本件

では、同校に対して机、椅子や体育器具等総額５万７２１米

ドルを供与。 

 

 

Ｂ．その他の動き 

 

１０／２６ （火） 

・国際透明性ＮＧＯによって実施された汚職に関する調査に

おいて、モルドバは１７８カ国中１０５位（同位にカザフスタン、

アルジェリア、セネガル、アルゼンチン）、ウクライナは１３４位

で露は１５４位。 

１０／２７ （水） 

・モルドバ情報・保安庁特殊任務部隊と国防省は、共同対テロ

演習を実施。 

１０／２８ （木） 

・国防省と欧州安全保障・協力機構（ＯＳＣＥ）モルドバ・ミッショ

ンは、弾薬処分等に関する１４０万ユーロ相当の覚書に署名。

２００７年から２０１０年までの間、モルドバ軍は、ＯＳＣＥの支援

により期限切れ弾薬等２万７，１５０を処分してきた。 

・ブルボアカ訓練場において、３５０人以上のモルドバ軍人が

演習「Under Blue Sky-2010」に参加。 
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※本週報ではモルドバの首都名「キシニョフ」（ロシア語読み）を暫定的に「キシナウ」（モルドバ語読み）と標記しています。 

（了） 


